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県民一人ひとりの確実な避難行動の実現に向けた取組み 
 
１ 事 業 費   ３６，３４１（前年度 １２，１９１） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            一般財源 36,341     委託料 27,175（ｼｽﾃﾑ改修等） 
      報償費 2,016（講師謝礼等） 

補助金 4,320（事業者補助金） 
 
２ 背景・事業目的 

平成３０年７月豪雨災害など、近年の自然災害の頻発化・激甚化・局
地化を踏まえ、県民の確実な避難行動を促すための取組みが重要な課題
となっている。 

このため、市町村と連携して、県民一人ひとりが災害リスクを認識の
上、置かれている状況に応じて適時・適切な避難行動を実践できるよう
にするとともに、避難判断に資する防災・災害関連情報の提供体制の強
化を図る。 

 
３ 事 業 概 要 
新（１）災害避難計画作成支援事業費 (3,360 千円)  

地域住民が主体となって行う災害時の避難計画作成に向け、平成
３０年度にモデル地区で作成した「災害・避難カード」を各市町村
に普及するため、講師の派遣や助言等を行う。 

新（２）防災情報アクセス改善事業費 (6,700 千円)  
「総合防災ポータルサイト」の構成やデザインを見直すとともに、

多言語化やスマートフォンへの対応のほか、ＳＮＳ連携の機能を付
加するなど、県民の利用環境の改善を行う。 

新（３）災害時放送体制確保事業費補助金（4,320 千円） 
     避難情報や避難所情報など市町村から提供を受けた情報を即時に

ローカル・メディアによるＬ字放送に反映できるよう、放送事業者
が行うシステム改修に対し助成する。 

（４）被害情報集約システム運用・保守事業費 (21,961 千円)  
新たに避難所の名称、開設状況等の情報をリアルタイムで報道機

関等に提供できるよう、被害情報集約システムの改修を行う。 
 
 
 

所 属 危機管理部防災課 

係 名 

防災企画係 

地域支援係 

災害対策係 

内線 

2746 

2739 

2744 

（款）２総務費 （項）６防災費 （目）(1)防災総務費 

（明細書事業名）○防災運営費 

（明細書事業名）○防災対策費 
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所 属 危機管理部消防課 
係 名 消防係 内線 2471 

 
 

消防団員確保対策の推進 
 

 

１ 事 業 費  ７４，５４７（前年度 ６１，４４３） 
【財源内訳】     【主な使途】 

一般財源 74,547   補助金   55,870（市町村等補助金） 
                    報償費   13,900（報奨金） 
 

２ 背景・事業目的 

災害の頻発化・大規模化・複雑多様化に対し、地域防災の要である消

防団が果たす役割の重要性が高まっている一方で、人口減少、少子高齢

化により団員確保には一段と厳しさが増している。 

そのため、消防団への加入促進に加え、多様な人材の参画を促すため

の取組みを推進する。 

 

３ 事 業 概 要 

（１）消防団加入促進事業費補助金（47,870 千円） 

消防団員確保のための活動を展開している消防団に対し、団員の 

純増数や入替数に応じた支援金を交付する。 

（２）消防団員雇用貢献企業報奨金交付事業費（13,900 千円） 

     過疎地域の消防団員数が前年度より純増した企業に対し、純増者

数に応じた報奨金を交付する。 

新（３）大規模災害分団導入促進モデル事業費補助金（5,000 千円） 

     大規模災害時に特化した活動を行う分団を新たに導入する市町村

に対し、資機材の購入などに係る経費を助成する。 

（４）女性消防団員充実強化事業費補助金（3,000 千円） 

     軽自動車や軽可搬ポンプの整備など、市町村が実施する女性消防

団員が活躍しやすい環境整備等に助成する。 

（５）消防団員確保促進事業費（4,777 千円） 

     消防団水防団応援事業所制度の登録店舗の拡充に向けた働きかけ

や団員カードの配布などを通じ、制度の更なる普及を図る。 

 

 
（款）２総務費 （項）６防災費 （目）(2)消防指導費 

（明細書事業名）○一般指導費 

消防関係団体指導費 

      一般指導諸費 
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新 次世代につなぐ伊勢湾台風６０年事業の展開 
 
 
１ 事 業 費   ３，０００（前年度 ０） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            一般財源 3,000     委託料 2,658（業務委託） 
                  報償費  154（出演者謝礼） 

 
２ 背景・事業目的 

昭和３４年の伊勢湾台風は死者１０４名、家屋の全半壊約１万６千棟
など県内に甚大な被害をもたらした。 

また、平成３０年には７月豪雨、台風２１号、２４号など数多くの風
水害に見舞われるなど、地球規模での気候変動の影響による災害リスク
の高まりが指摘されている。 

これらの風水害の記憶や教訓を風化させず、次世代に伝えていくこと
で、県民一人ひとりが日頃から防災・減災活動に取り組み、災害に備え
る「自助」の実践を促進する。 

 
３ 事 業 概 要 

伊勢湾台風６０年事業推進事業費(3,000 千円)  
 伊勢湾台風６０年の節目にあわせて啓発事業を実施する。 
（１）県民向け防災・減災啓発フォーラム開催 

〇時期：平成３１年８月（夏休み期間中を予定） 
〇内容（予定）：伊勢湾台風記録映像上映、体験者講話 

基調講演 
県内の先進活動事例発表 
パネルディスカッション 等 

（２）巡回パネル展示 
     伊勢湾台風や平成３０年７月豪雨災害等の記録、風水害への

備えを啓発するパネル展示を県内各地域で実施 
〇時期：平成３１年６月～１０月 

 
 

所 属 危機管理部防災課 

係 名 防災企画係 内線 2746 

（款）２総務費 （項）６防災費 （目）(1)防災総務費 

（明細書事業名）○防災運営費 

         防災対策費 
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新 倒木によるライフライン被害軽減対策の推進 
 
 
１ 事 業 費   ３０，０００（前年度 ０） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            一般財源 30,000     補助金 30,000（市町村補助金） 
 
２ 背景・事業目的 

平成３０年９月の台風２１号により、県内各地で多数の倒木が発生し
た結果、大規模な停電を引き起こし、山間部では復旧までに長期間を要
した。また、停電によるポンプ停止に伴う断水や、携帯電話基地局の停
止による通信障害などの二次的被害も発生した。 

そのため、今後の台風など自然災害に備え、倒木の恐れのある道路沿
いの立木を事前に伐採することにより、停電発生を未然に防止するとと
もに、水道、通信等ライフライン被害の軽減を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

ライフライン保全対策事業費補助金(30,000 千円)  
 市町村が電力会社から負担金を徴収して実施する立木の事前伐採事
業に対し助成する。 
 具体的な事業箇所は、県、市町村、電力会社で構成する「ライフラ
イン保全対策会議（仮称）」において、県民生活への影響度及び事業効
果を勘案の上選定する。 

 
 
 

＜事業実施スキーム＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所 属 危機管理部防災課 

係 名 災害対策係 内線 2744 

（款）２総務費 （項）６防災費 （目）(1)防災総務費 

（明細書事業名）○防災運営費 

         防災対策費 

県 電力会社 

市町村 1/4（伐採） 

負担金1/2 補助金1/4 
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新 被災者の生活再建に向けた支援の拡充 
 
 
１ 事 業 費   ２０，０００（前年度 ０） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

一般財源 20,000  補助金 20,000（市町村補助金） 
 
２ 背景・事業目的 

被災者生活再建支援法による支援金制度（国制度）を補完する「岐阜
県被災者生活・住宅再建支援制度（県制度）」について、同一災害にお
ける被災者支援の不均衡を是正するとともに、近年多発する局地集中豪
雨災害への対応を図るため、制度の拡充を行う。 

 
３ 事 業 概 要 

岐阜県被災者生活・住宅再建支援事業費（制度拡充分）(20,000 千円)  
県制度の支給対象となる被害区分及び支給額の水準を国制度と同一

とするとともに、その適用要件を拡大する。 
 
  〇支給対象の被害区分及び支給額の水準（最大支給額） 

区 分 
最大支給額 

現 行 拡充後 

国制度の 
対象被害 
（国制度の対象外市町村）  

全壊 １００万円 ３００万円 

大規模半壊  １００万円 ２５０万円 

解体・長期避難      － ３００万円 

県制度独自 
の対象被害 

半壊 ５０万円 ５０万円（変更なし） 

床上浸水 ３０万円 ３０万円（変更なし） 

 
  〇適用要件 
   ①県内及び隣接県で被災者生活再建支援法が適用された場合の自然災 
    害 
   ②局地的災害のため法が定める適用要件を満たさないものの、当該局

地において相当程度の被害があり、知事が特に必要と認める自然災
害 

 
  ○補助率 
    県２／３（市町村１／３） （現行どおり） 
 

所 属 危機管理部防災課 

係 名 防災企画係 内線 2746 

（款）２総務費 （項）６防災費 （目）(1)防災総務費 

（明細書事業名）○防災運営費 

（明細書事業名）○防災対策費 
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災害時における被災者支援体制の強化 
 
 
１ 事 業 費   ５２，８００（前年度 １８，３００） 
            【財源内訳】     【主な使途】 

            県債   39,800    工事請負費  38,500（非常用電源設置） 
一般財源 13,000  委託料  3,134（訓練費等） 

                     補助金 10,000（市町村補助金） 
 
２ 背景・事業目的 

支援物資の受入体制強化や避難所環境の改善に資する資機材の充実
を図り、災害発生時の被災者支援体制を強化する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）広域物資輸送拠点施設等整備事業費 (39,800 千円)  
災害時において支援物資の仕分けや積み下ろしを行う県広域物

資輸送拠点の機能強化のため、国際たくみアカデミーへの非常用電
源設備整備等を実施する。 

新（２）広域物資輸送訓練事業費 (3,000 千円)  
県広域物資輸送拠点において、市町村等と連携した物資受入れ・

輸送訓練を実施するとともに、フォークリフト操作を行う職員の運
転技能講習を行う。 

 （３）避難所環境整備事業費補助金 (10,000 千円)  
市町村が行う要配慮者や避難所利用者の環境改善に必要となる

資機材の整備に対し助成する。 
〇助成対象とする資機材等（例） 

洋式トイレ、段ボールベッド、エアーマット、車いす等 
【拡充】災害対応充電器 

 
 

所 属 危機管理部防災課 

係 名 地域支援係 内線 2746 

（款）２総務費 （項）６防災費 （目）(1)防災総務費 

（明細書事業名）○防災運営費 

（明細書事業名）○防災対策費 


